東久留米市訓令乙第６２号
　東久留米市生ごみ減量化処理機器購入費助成金交付要綱を次のように定める。

　　平成３０年３月２６日

東久留米市長　並　木　克　巳
東久留米市生ごみ減量化処理機器購入費助成金交付要綱
（目的）
第１　この要綱は、生ごみを自家処理するために、生ごみ減量化処理機器（ダンボールコンポストを含む。）を購入する者に対して助成金を交付することにより、ごみ減量化を推進し、生活環境の保全を図ることを目的とする。
（助成対象）
第２　東久留米市長（以下「市長」という。）は、交付年度の予算の範囲内において、東久留米市民及び東久留米市内に住所を有する事業者で、生ごみ減量化処理機器を購入し、東久留米市内に設置する者（以下「設置者」という。）に対して助成金を交付するものとする。

２　助成の対象となる生ごみ減量化処理機器は、１設置者に対して２基までとする。ただし、処理能力が１日当たり５キログラム以上の機器については、１設置者に対して１基までとする。

３　ダンボールコンポストについては、ダンボールコンポストキットを助成の対象とし、基材のみの購入は助成対象外とする。

（助成金額）

第３　市長が設置者に対して交付する助成金は、生ごみ減量化処理機器１基につき、その購入機器の処理能力及び購入金額に応じて別表に定めるところにより算出した額とする。ただし、購入金額には送料及び手数料等を含まず、ポイント等の販売店の特典により販売額の減額を受けた場合は、減額後の金額を購入金額とする。
（交付申請）
第４　助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号に掲げる申請書類等を市長に提出しなければならない。

（１）　生ごみ減量化処理機器購入費助成金交付申請書（様式第１号）
（２）　領収書の原本
（３）　機器の製造者、製品名、品番、処理能力等が分かるもの（保証書又は取扱説明書等）の写し
２　前項第２号に掲げる書類には、購入日、販売店名、製造者名、製品名、金額及び購入者名が記載されていること。ただし、販売店により該当する書類の様式がない場合は、販売証明書（様式第２号）の提出をもって申請を受け付けるものとする。なお、代金引換により運送業者が発行する領収書及び商品に同封された購入明細書に類するものは、それと認めない。
３　交付申請は、商品購入後６月以内とする。
（交付決定等）

第５　市長は、第４の申請があったときは、その内容を審査し、助成金を交付することが適当と認めた場合には、生ごみ減量化処理機器購入費助成金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。

（返還）
第６　市長は、不正な手段により助成金の交付を受けた者に対しては、助成金の交付決定を取り消し、既に助成金が交付されているときは、助成金の全部又は一部を返還させることができる。

（委任）

第７　この要綱及び東久留米市補助金交付規則（昭和４７年東久留米市規則第９号）に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

付　則

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。

別表（第３関係）

	
	生ごみ減量化処理機器の

１日当りの処理能力
	購　入　金　額
	助　成　金　額

	
	５キログラム未満
	７，０００円まで
	購入金額の２分の１の額
※１００円未満の端数は切り捨て

	
	
	７，０００円を超えて

１２，０００円まで
	３，５００円

	
	
	１２，０００円を超えて

６０，０００円まで
	購入金額の３分の１の額
※１００円未満の端数は切り捨て

	
	
	６０，０００円
を超えるもの
	２０，０００円

	
	５キログラム以上
	―
	購入金額の３分の１の金額又は３００，０００円のいずれか低い方の額
※１００円未満の端数は切り捨て

	
	ダンボールコンポスト（処理能力及び購入金額不問）
	購入金額の２分の１の額

※１００円未満の端数は切り捨て


